
） 場　　　　　所

豊中市上野西2丁目地内外令和２年度下水道取付管更新工事（№６０２上野西2丁目外）その２

担 当 部 (局) 課 (室)

上下水道局 技術部 下水道管理課

契 約 業 者 名 都永建設（株） 履行期間
契約締結日 から

契約方法
一般競争入札

種別 土木工事
令和  3 年 12 月 28 日 まで 落札

契 約 金 額     53,468,800 契 約 業 者 大阪府豊中市長興寺北３－６－３５ 電 送
令和  3 年  3 月 11 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     4,860,800 所  在  地

入 札 期 間
令和  3 年  4 月  2 日  午前 9 時 00 分　から

予定価格(税込)     60,203,000 最低制限価格（税込）     53,468,800 落 札 金 額     53,468,800 令和  3 年  4 月  5 日  午後 5 時 00 分　まで
予定価格(税抜)     54,730,000 最低制限価格（税抜）     48,608,000 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 開 札 日 時 令和  3 年  4 月  6 日  午前 10 時 00 分

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 第１回 第２回 第３回 第４回 落札比率(円) (円) (円) (円)
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市服部西町４丁目１３番２号豊中市立武道館ひびきエレベーター設備改修工事

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課

契 約 業 者 名 東芝エレベータ（株）  関西支社 履行期間
契約締結日 から

契約方法
随意契約２号該当

種別 昇降機
令和  4 年  2 月 28 日 まで 採用

契 約 金 額     19,800,000 契 約 業 者 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋１－１－４３
電 送

令和  3 年  3 月 30 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     1,800,000 所  在  地

予定価格(税込) 非公表 最低制限価格（税込） 設定なし 落 札 金 額     19,800,000
見 積 合 せ

令和  3 年  4 月  7 日  午後 1 時 00 分

予定価格(税抜) 非公表 最低制限価格（税抜） 設定なし 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 第１入札室

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 第１回 第２回 第３回 第４回 落札比率(円) (円) (円) (円)
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豊中市立武道館ひびきに設置されているエレベーター設備の改修工
事一式を行うもの。

1503-1 採用
1

東芝エレベータ（株）  関西支社     18,500,000    18,000,000

入札結果・契約情報 　　　　　　　　　　　件　　　　　名 場　　　　　所

豊中



 

随 意 契 約 理 由 書 
 

件 名 豊中市立武道館ひびきエレベーター設備改修工事 

契 約 の 相 手 方 東芝エレベータ株式会社 関西支社 

根 拠 法 令 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

随 意 契 約 理 由 

本工事は、適正な維持管理及び建築基準法の改正に準拠し、利用者

の安全確保を目的として、経年劣化している部品の交換と、安全装置

を追加するものです。 

 

 当該設備は、株式会社東芝の固有の技術に基づいて設計製作し施工

納入されたものであり、本工事の施工部分と既存部分とは密接不可分

な関係であることから、当初、当該設備を設計施工した者以外に施工

させた場合、既設部分の使用においてトラブルが生じた時の責任所在

が不明確になるなど、運用において著しい支障が生じるおそれがある

ことから、上記根拠法令に基づき随意契約するものです。 

備 考 

株式会社東芝は現在、エレベーター事業から撤退し本事業に係る工

事、保守サービス業務は東芝エレベータ株式会社に譲渡されており、

専門技術についても継承されています。 

 


